（2）尼崎市介護保険規則
（この規則の趣旨）

第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び尼崎市介護保険条例（平成１２年尼崎市条例第２２号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。
（特例居宅介護サービス費の額）
第２条　法第４２条第１項の規定により居宅要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例居宅介護サービス費の額は、法第４２条第２項に定める基準により算定される額とする。
　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例地域密着型介護サービス費の額）

第２条の２　法第４２条の３第１項の規定により要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する要介護被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例地域密着型介護サービス費の額は、特例地域密着型サービス又はこれに相当するサービスについての法第４２条の３第２項の規定による費用の額の１００分の９０に相当する額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例居宅介護サービス計画費の額）

第３条　法第４７条第１項の規定により居宅要介護被保険者に対して支給される特例居宅介護サービス計画費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。
　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例施設介護サービス費の額）
第４条　法第４９条第１項の規定により要介護被保険者に対して支給される特例施設介護サービス費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（居宅介護サービス費等の額の特例）
第５条　法第５０条の規定により読み替えて適用される同条各号に掲げる規定により本市が定める割合は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第８３条第１項第１号に規定する損害の程度又は同項第２号から第４号までに規定する収入の減少の程度を勘案して、市長が別に定める。

（特例特定入所者介護サービス費の額）

第５条の２　法第５１条の３第１項の規定により特定入所者（法第５１条の２第１項に規定する特定入所者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例特定入所者介護サービス費の額は、法第５１条の３第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例介護予防サービス費の額）
第６条　法第５４条第１項の規定により居宅要支援被保険者（法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例介護予防サービス費の額は、法第５４条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例地域密着型介護予防サービス費の額）

第６条の２　法第５４条の３第１項の規定により居宅要支援被保険者に対して支給される特例地域密着型介護予防サービス費の額は、特例地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスについての同条第２項の規定による費用の額の１００分の９０に相当する額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例介護予防サービス計画費の額）

第７条　法第５９条第１項の規定により居宅要支援被保険者に対して支給される特例介護予防サービス計画費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（介護予防サービス費等の額の特例)

第８条　法第６０条の規定により読み替えて適用される同条各号に掲げる規定により本市が定める割合は、省令第９７条第１項第１号に規定する損害の程度又は同項第２号から第４号までに規定する収入の減少の程度を勘案して、市長が別に定める。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例特定入所者介護予防サービス費の額）

第８条の２　法第６１条の３第１項の規定により特定入所者に対して支給される特例特定入所者介護予防サービス費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（保険料端数金額の合算）

第９条　条例第５条第１項の各納期又は同条第２項の規定により定められた各納期に納付すべき保険料の額に１００円未満の端数があるときは、その端数金額を最初の納期に納付すべき保険料に合算する。

（保険料額の決定通知)

第１０条　条例第７条の規定による保険料額の通知は、介護保険料決定通知書又は介護保険料変更通知書により行う。
（保険料の減免等）

第１１条　条例第８条に規定する災害その他特別の理由がある場合において、特に必要があると認められるときは、省令第８３条第１項各号に掲げる特別の事情があるときその他市長が特に必要があると認めるときとする。

（保険料の減免等の申請）
第１２条　条例第８条の規定により保険料の減免又は徴収の猶予（以下「減免等」という。）を受けようとする者は、介護保険料減免・徴収猶予申請書にその理由を証する書類を添えて市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その結果を申請者に通知する。

（減免等の取消し）
第１３条　市長は、減免等を受けた者が次のいずれかに該当する場合においては、これを取り消すことができる。
　⑴　資力その他の事情が変化したため減免等を受けることが不適当であると認められるとき。
　⑵　虚偽の申請その他の不正行為により減免等を受けていたとき。

２　市長は、前項の規定により減免等を取り消したときは、減免等により支払を免れた額又は徴収を猶予された額を一時に徴収するものとする。

（過誤納金の取扱い）

第１４条　市長は、過納又は誤納となる徴収金（以下「過誤納金」という。）があるときは、遅滞なくこれを還付するものとする。

２　市長は、前項の規定により過誤納金を還付すべき場合において、その還付を受けるべき者につき納付すべきこととなった徴収金があるときは、同項の規定にかかわらず、過誤納金をその徴収金に充当する。

３　市長は、前項の規定により充当したときは、その旨を当該納付義務者に通知する。

（第三者の行為による損害等の届出)

第１５条　被保険者は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合においては、その旨を速やかに市長に届け出なければならない。

（施行の細目）

第１６条　この規則の規定による申請書その他の様式等条例の施行について必要な事項は、主管局長が定める。

　　　付　則

　この規則は、平成１２年４月１日から施行する。

　　　付　則（平成１８．３．３０規則４４）
　この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定、第３条の改正規定、第４条の改正規定及び第５条の次に１条を加える改正規定は、公布の日から施行する。
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